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健康福祉部所管の計画等について 

 

課室名：地域・家庭福祉課 

 

計 画 名 

第２期秋田県再犯防止推進計画 

  計画期間：令和７年度～１１年度（５年間） 

  根拠法令：再犯の防止等の推進に関する法律 

  

 

 

 

 

 

 

 概 

 

 要 

策定趣旨  秋田県再犯防止推進計画（令和２年度～６年度）における現状と評価を踏まえ、犯罪や非行をした人等が円滑に社会復帰でき

るよう、再犯の防止体制を総合的かつ計画的に確保するための県が取り組むべき事項等を定めた計画を策定する。 

基本理念 

・方針 

 犯罪をした人等が、社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員となることを支援することで、県民が犯罪によ

る被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を目指す。 

主な施策

の構成案 

１ 国・県・民間団体等による連携体制の強化 

 ・再犯防止推進協議会等によるネットワークの強化など 

 

２ 就労と居場所の確保による支援 

 ・就職活動に関する相談支援や民間と協働した一時的住居 

の確保など 

 

３ 保健医療・福祉サービスの提供による支援 

 ・地域定着支援センターの機能強化や薬物依存からの離脱 

支援など 

策定のポイント  国の「第二次再犯防止推進計画（令和５年度～９年度）」及び「秋田県再犯防止推進計画」における課題や本県の実情を踏ま

え策定する。 

スケジュール 令和６年１１月 ・第２回秋田県再犯防止推進計画策定委員会 

    １２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（素案）、パブリックコメントの実施 

令和７年 １月 ・第３回秋田県再犯防止推進計画策定委員会 

・令和６年度秋田県再犯防止推進協議会 

     ２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画案） 

     ３月 ・計画策定 

 

４ 学校等と連携した修学支援と非行防止等の推進 

 ・児童生徒の非行の未然防止や非行少年に対する立ち

直り支援など 

 

５ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 

 ・社会を明るくする運動や青少年の健全育成の推進な

ど 

 

６ 直接的な支援の推進 

 ・再犯防止相談支援窓口等による本人やその家族から

の相談への対応など 
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健康福祉部所管の計画等について 

 

課室名：地域・家庭福祉課 

 

計 画 名 

第 1期秋田県困難な問題を抱える女性への支援等に関する基本計画 

  計画期間：令和７年度～１１年度（５年間） 

  根拠法令：困難な問題を抱える女性への支援に関する法律、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（注）困難な問題を抱える女性…性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会

生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える（そのおそれのある）女性 

 

 

 

 

 

概 

 

要 

策定趣旨 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の施行により都道府県による計画策定が義務づけられたほか、「第５期秋

田県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画（令和２年度～６年度）」が満期を迎えることから、これら

二つの計画を一体的に策定し、必要となる支援策を効果的に推進していく。 

基本理念 

・方針 

○困難な問題を抱える女性の意思を尊重し、自立した生活が可能となるように援助する。 

○民間団体を含む関係機関との連携・協働により、早期から切れ目のない支援を実施する。 

○配偶者等からの暴力を許さない社会の形成のため、民間支援団体と連携し発生防止や被害者保護を実施する。 

主な施策

の構成案 

１ 教育・啓発の促進 

 ・県民への広報キャンペーン等の強化 

 ・若年層に対する教育の推進 

 

２ 困難な問題を抱える女性の自立支援 

 ・居住、就労等の生活安定に向けた支援 

・心の安定、回復の支援 

３ 相談・支援体制の充実 

 ・相談窓口の普及、市町村職員向け研修の実施 

・女性相談支援センターの機能強化 

 

４ 関係機関の連携・協働 

 ・市町村等との連携強化、支援調整会議の実施 

・民間団体との協働体制の確立 

策定のポイント  「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」における国の基本方針及び「第５期秋田県配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する基本計画」の取組状況を踏まえた上で、当事者や支援者からの意見聴取、女性保護の現状分析等を行い、

本県の実情に応じた計画を策定する。 

スケジュール 令和６年１０月 ・第３回秋田県困難な問題を抱える女性への支援等に関する基本計画策定委員会 

    １２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（素案）、パブリックコメントの実施 

令和７年 １月 ・第４回秋田県困難な問題を抱える女性への支援等に関する基本計画策定委員会 

     ２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画案） 

     ３月 ・計画策定 
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健康福祉部所管の計画等について 

 

課室名：地域・家庭福祉課 

 

計 画 名 

第４期秋田県ひとり親家庭等自立促進計画 

  計画期間：令和７年度～１１年度（５年間） 

  根拠法令：母子及び父子並びに寡婦福祉法 

 （注）ひとり親家庭等…母子家庭、父子家庭、寡婦 

  

 

 

 

 

 

概 

 

要 

策定趣旨 ひとり親家庭の親は、子育てと生計の担い手という二重の役割を一人で担うため、収入やこどもの養育等の面で困難に直面す

ることが多いことから、自立して安定した生活ができるよう支援することを目的に計画を策定する。 

基本理念 

・方針 

ひとり親家庭等が抱えている困難は多くが複雑に重なり合っており、「支援策を総合的に推進する」、「個々の世帯の抱える

問題に対しきめ細かな配慮をする」等が求められていることから、民間団体等と連携し必要な支援を的確に把握するとともに、

継続した支援を行うことができるよう、個々の家庭に寄り添った伴走型の支援を実施する。 

主な施策

の構成案 

１ 子育て・生活支援の充実 

 ・保育サービスの提供、公営住宅入居に対する配慮等

による子育てと就業の両立 

 ・こども食堂等による貧困の世代間連鎖の解消に向け

た取組の推進 

 

２ 就業支援の推進 

 ・ひとり親家庭就業・自立支援センターによる就業情

報の提供や資格取得、職業訓練等に対する支援 

３ 養育費確保の推進 

 ・養育費に関する弁護士相談や法的手続き費用に関する助成等 

 

４ 経済的支援の実施 

 ・児童扶養手当や母子父子寡婦福祉資金貸付金等の活用推進 

 

５ 相談体制等の充実 

 ・福祉事務所に配置される母子・父子自立支援員、家庭相談員に

対する情報共有及びスキルアップ研修の実施 

 ・ＳＮＳ等を活用した情報発信の強化 

策定のポイント ・「経済的自立等に向けた既存事業の利用拡大」及び「養育費確保対策等に関する事業拡充」等を推進していく。 

・「民法改正による共同親権（令和 8年 5月までに施行）」について、国の動向を注視していく必要がある。 

スケジュール 令和６年 ９月 ・第１回策定委員会 

    １１月 ・第２回策定委員会 

    １２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画素案）、パブリックコメントの実施 

令和７年 １月 ・第３回策定委員会 

     ２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画案） 

     ３月 ・計画策定 

 

5



健康福祉部所管の計画等について 

 

課室名：地域・家庭福祉課 

 

計 画 名 

秋田県社会的養育推進計画 

  計画期間：令和７年度～１１年度（５年間） 

  根拠法令：児童福祉法 

  

 

 

 

 

 

 

 概 

 

 要 

策定趣旨  令和４年改正児童福祉法において、こどもに対する家庭及び養育環境の支援を強化し、こどもの権利の擁護が図られた児童福

祉施策を推進するための改正が行われたため、現計画（令和２年度から令和１１年度）の全面的な見直しを行い、令和７年度か

ら令和１１年度を計画期間とする「秋田県社会的養育推進計画」を新たに策定する。 

基本理念 

・方針 

【基本理念】 

こどもの権利に関する条約の精神にのっとり、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され、保護されるこ

と、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障されること 

【基本方針】 

家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネジメントの徹底 

主な施策

の構成案 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定のポイント  現計画の達成見込み・要因分析等を行いつつ、当事者であるこども、里親、ファミリ-ホーム、施設及び市町村の意見の反映

や、県市町村の子ども・子育て支援事業計画等との整合性を図るとともに、県社会的養育推進計画策定委員会等への意見聴取を

行いながら、本計画を策定する。 

スケジュール 令和６年１０月 ・第２回秋田県社会的養育推進計画策定委員会 

    １２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（素案） 

・パブリックコメントの実施 

令和７年 １月 ・第３回秋田県社会的養育推進計画策定委員会 

     ２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画案） 

     ３月 ・計画策定 

 

１ 県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全

体像 

２ 当事者であるこどもの権利擁護の取組（意見聴取・意見

表明等支援等） 

３ 市町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた県の取組 

４ 支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組 

５ 各年度における代替養育を必要とするこども数の見込み 

６ 一時保護改革に向けた取組 

７ 代替養育されているこどものパーマネンシー保障に向け

た取組 

８ 里親等への委託の推進に向けた取組 

９ 施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・

機能転換に向けた取組 

10 社会的養護自立支援の推進に向けた取組 

11 児童相談所の強化等に向けた取組 

12 障害児入所施設における支援 
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１．中期目標策定の目的
１）良質な医療・療育の提供機能の維持

県の療育拠点施設としての将来的なあり方を検討し、合理的・能率的運営により、安全で

良質な医療・療育の提供機能の維持を図る。

２）収支改善の取組の推進

療育ニーズの把握、収益向上のための方策を検討・実施するとともに、コスト及び財務状況

を意識しながら費用の節減に努め、収益の改善、安定的な経営基盤を確立を図るとともに

運営費交付金の抑制に資する。

３）専門的な支援を必要とする障害児・者への支援のより一層の充実

県内唯一の専門支援機関である秋田県発達障害者支援センターおよび秋田県医療的ケア児

支援センターの機能を充実させ、地域における支援拠点として積極的な療育支援に努める。

平成２２年４月１日に県が設立した地方独立行政法人秋田県立療育機構の第３期中期

目標の期間が令和６年度末で終了することに伴い、地方独立行政法人法に基づき、新た

な第４期中期目標を策定する。

① 県の療育における中核機関として高度な療育サービスを提供したほか、地域への

療育技術指導等、療育に関する情報発信、指導等に努めた。

また、発達障害児・者に対する支援を行う拠点として、関係機関との連携の下で

教育相談、就労相談等を行った。

② 運営会議等を通じて効率的な運営体制の構築に努めた。また、サービスの充実等に

より収入の確保に努めるとともに、設備の省エネ化等、経費節減のための取組を

図った。

③ 業務運営の改善及び効率化を進め、財務内容の改善を図ったが、感染症・物価高騰

等の影響により、令和４年度および５年度については赤字決算となった。

④ ハラスメント対策の見直し、職員の働き方の見直し等を行い、働きやすい職場づ

くりに取り組んだ。

① 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上

質の高い療育の提供、地域医療への貢献、ライフステージに応じた総合支援、

発達障害児・者への支援

② 業務運営の改善及び効率化

効率的な運営体制の構築、施設経営に携わる事務部門の職員の確保・育成、

収入の確保、費用の節減

③ 財務内容の改善

業務運営の改善・効率化の推進による収支の改善

④ その他業務運営

施設・設備、人事管理、就労環境の整備、防犯・防災対策の推進、障害者差別

解消の取組の推進

第１ 中期目標の期間
令和７年４月１日から令和１２年３月31日までの５年間

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 質の高い療育の提供
◇医療･療育従事者の確保・育成 ◇疾患、障害、発達に応じたきめ細かな療育の提供
◇利用者・家族の視点に立った療育サービスの提供

２ 地域療育への貢献
◇各種研修会の実施等を通じた技術支援、療育支援

３ ライフステージに応じた総合支援
４ 専門的な支援を必要とする障害児・者への支援
◇発達障害者支援センター、医療的ケア児支援センター等の支援機能の一層の充実

５ 個人情報の適切な管理

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

１ 効率的な運営体制の構築
２ 施設経営に携わる事務部門の職員の専門性の向上
３ 収入の確保、費用の節減

第４ 財務内容の改善に関する事項

◇経営改革の推進 ◇収支改善の取組の推進

第５ その他業務運営に関する重要事項

１ 施設及び設備の整備に関する事項
◇実施時期、必要性を十分に検討の上、計画的に実施

２ 防災・防犯対策の推進
◇近年の大雨災害等を踏まえた定期的、実践的な防災・防犯訓練等の実施

３ 人事に関する事項
◇職員の適切な配置と、業績・能力評価を的確に反映した人事管理

４ 職員の就労環境の整備
５ 障害者差別解消の取組
６ 中長期的な視点での経営管理の強化

４．第４期中期目標の構成

３．今後の課題・第４期中期目標における方向性

２．第３期中期目標の概要及び実績（令和2年度～令和6年度）

地方独立行政法人秋田県立療育機構 第４期中期目標（素案）の概要 障害福祉課

１）主な項目及び内容

２）取組実績
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健康福祉部所管の計画等について 

 

課室名：保健・疾病対策課 

 

計 画 名 

秋田県新型インフルエンザ等対策行動計画 

  計画期間：令和７年度～１２年度（６年間） 

  根拠法令：新型インフルエンザ等対策特別措置法 

  

 

 

 

 

 

 概 

 

 要 

策定趣旨  新型コロナウイルス感染症への対応で明らかとなった課題や、関連する法改正等も踏まえ、平時の備えを拡充し、新型インフ

ルエンザや新型コロナウイルス感染症以外も含めた幅広い感染症による危機に対応できる社会を目指す。 

基本理念 

・方針 

○ 感染拡大を可能な限り抑制し、県民の生命及び健康を保護する。 

○ 県民生活及び県民経済に及ぼす影響が最小限となるようにする。 

主な施策

の構成案 

１ 新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 

 ・新型インフルエンザ等対策の目的及び実施に関する基本的な考え方等 

 ・新型インフルエンザ等対策の対策項目と横断的視点 

 ・県行動計画の実効性を確保するための取組等 

 

２ 新型インフルエンザ等対策の各対策項目の考え方及び取組 

 ・実施体制  ・情報収集・分析  ・サーベイランス  ・情報提供・共有、リスクコミュニケーション 

 ・水際対策  ・まん延防止  ・ワクチン  ・医療  ・治療薬・治療法  ・検査  ・保健  ・物資 

 ・県民生活及び県民経済の安定の確保 

※各対策項目を３期（準備期、初動期、対応期）に分けて記載 

策定のポイント  令和６年７月２日に閣議決定された、国の「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」の考え方や留意点、本県の実情を踏ま

えて改定する。 

スケジュール 令和６年１０月 ・健康づくり審議会感染症対策分科会新興感染症部会での協議 

    １２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（素案）、パブリックコメントの実施 

令和７年 ２月 ・県議会福祉環境委員会への説明（計画案） 

     ３月 ・健康づくり審議会、計画策定 
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令和５年７月の大雨により被災した高齢者施設の

復旧について

長寿社会課

１ 施設の概要

施設名称：介護老人保健施設「湖東老健」（五城目町）

設 置 者：社会医療法人 正和会

２ 被害の概要

・令和５年７月１５日、馬場目川及び付近の水路が越水

し、施設内に流入した。

・最大で床上７０cmまで浸水したものの、迅速な避難によ

り８４名の入所者に人的被害はなく、１０月に事業の一

部を暫定的に再開した。

・一部地盤の流失等が発生したことから、施設機能の回復

を図るには移転改築が必要な状況となった。

３ 移転計画

移 転 先：南秋田郡五城目町大川西野

改築施設：既存施設と同等の構造（鉄骨造平屋建）とし、同

等の機能を確保する予定

事 業 費：２２億円程度（既存施設の撤去費等を除く）

４ 国庫補助の活用

以下の国庫補助の活用を前提に移転改築が計画されてい

る。

補助名称：社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金

（間接補助）

補 助 率：５／６（国４／６、県１／６）

５ 国との協議

国庫補助の活用に係る、東北厚生局を窓口とした協議の

概要は以下のとおり。

令和5年 8月 東北厚生局へ移転改築に向けた協議書を提

出し、概算復旧費を提示。

令和5年11月 設置者において移転計画が確定し、専門家

の所見や県の治水対策方針等をまとめた意

見書とともに厚生労働省へ提出。

令和6年 6月 設置者において実施設計が完了し、成果品

及び見積書を東北厚生局へ提出。

令和6年 8月 東北厚生局及び東北財務局が災害査定を実

施。（査定額は未定。）

６ 予算計上

○ 厚生労働省及び財務省による協議が現在も継続してお

り、現状では査定額が定まっていない。

○ 国では、交付決定前に着工した場合（事前着工）であっ

ても補助対象として認める旨明示しているほか、当該計画

を補助対象とする点についても認めていることから、設置

者は、予算計上を待たずに改築に向けた作業を本格化さ

せ、年内に着工することとしている。

○ 県では、国の協議結果により計上額が増減すること、及

び予算化のタイミングが移転計画の遅れにつながらないこ

とを踏まえ、県予算について１２月補正への計上を予定し

ている。
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湖東老健位置図

※五城目町ハザードマップ より抜粋

現所在地

イオンスーパー
センター五城目店

移転先

内部被災画像

地盤沈下画像

国道285号

五城目町役場

（別紙）
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地方独立行政法人秋田県立病院機構の経営改善に向けた取組状況について

１ 経営管理会議における経営改善策の検討
循脳センター及びリハセンの安定的な経営を図るため、業務や

収支等の実績を踏まえた財務管理や経営改善策の検討を行う経営
管理会議を、県と機構が合同で設置し、協議を継続している。

（１）Ｒ６第１四半期の経営実績
① 医業収支（運営費交付金を除く）
・循脳センター

患者数・診療単価の減により入院収益が前年同期を下回るも、修繕費などの
設備関係費の減により、医業収支の赤字は約２千万円縮小した。

・リハセン
患者数・診療単価の減により入院収益が前年同期を下回ったことなどにより、

赤字は約４千８百万円拡大した。

② 現金預金（有価証券を含む）残高
６月末の現金預金残高は、運営費交付金の増額などにより、前年度期末に比

べ約３.７億円増加して、約１１.７億円を確保した。
③ 病床利用率
・循脳センター

病床利用率は、循環器内科の患者数が減少し、他の診療科の患者数が増加す
るなどにより５１.２％となり、前年同期の５１.９％から横ばいとなった。

・リハセン
病床利用率は、リハビリ科の患者数の減少などにより８７.５％と、前年同期

の９０.５％を下回った。

（２）常勤医師の状況
・循脳センター

４月以降、医師数に変化はなく、循環器内科医師確保に向けて交渉中である。

・リハセン
４月以降、医師数に変化はない。

４～６月の医業収支の状況（※運営費交付金を除く） 単位：百万円

循環器・脳脊髄センター リハビリテーション・精神医療センター

R6 R5 増減 R6 R5 増減

医業収益 706 770 -64 618 644 -26

医業費用 1,422 1,506 -84 1,007 985 +22

収支差 -716 -736 +20 -389 -341 -48

循脳センター Ｒ５ Ｒ６ 増減

常勤医師数 22 24 +2

脳神経外科 8 9 +1

循環器内科 4 1 △3

脊髄脊椎外科 4 4

脳卒中診療部 0 1 +1

リハビリ科 1 2 +1

麻酔科 1 2 +1

放射線科 3 3

病理科 1 1

総合診療部 0 1 +1

医務薬事課

44.0 

32.2 

25.4 
20.3 18.6 

8.0 
11.7 

0.0
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現金預金（有価証券含む）残高（億円）
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２ 新たな取組の開始状況
（１）新薬によるアルツハイマー病治療の推進

循脳センターのアミロイドＰＥＴ検査*1（14,665点）は、
４月から７月までに６件（リハセン、市内病院からの紹介）
リハセンのレカネマブ*2投与による治療は、７月実績１２件

（診療報酬額4,360,900円）、新規患者は、当面１か月当たり１～２件で推移見込。

（２）認知症の予防・早期発見に向けた体制の整備
リハセンでは、脳ドック（Ｒ６県共済契約単価44,880円）の実施件数増加に向け、今年度から大仙市脳ドック協力医

療機関の契約を締結し、７月時点で７～１１月の予約が８件入っている。今後も、契約先拡大を図る。

（３）地域の医療機関、介護・福祉施設等との連携強化
循脳センターでは、地域包括ケア病床設置に伴い、これまでの秋田大学や市内病院等からの転院受入に加え、新たに

往診専門クリニック等からの入院受入を開始した。
今後は、脳循環器疾患に加え、内科・整形外科患者の受入に向け、紹介元の医療機関との連携を強化する。

（４）回復期リハビリテーションを中心とした回復期・生活期医療の充実
地域包括ケア病床による入院管理料の増（1,429点→2,620点）と

ともに、病床利用率が上向いてきている。
（５）外部専門家からの意見聴取

８月21日の経営管理会議で、総務省のアドバイザー派遣制度を
活用して医療コンサルタントの助言を得た。

（６）地域の医療機関との連携強化・役割分担に向けた取組
８月22日に秋田市内６病院長による意見交換会を開催し、引き続き、秋田市内急性期医療に関する連携・役割分担

について協議していくことを確認した（年度内３回開催予定）。
（７）診療報酬改定に対応した収益確保に向けた取組

中期計画で見込んでいる診療報酬改定に伴う減収については、新たな施設基準・加算の届出により減収幅を縮減する。
（８）常勤医師の確保に向けた取組

常勤医師採用に向けた交渉と非常勤医師による当直対応等を継続する。

３ 今後の取組
（１）高度医療施設・機器の有効活用に向けた取組

循脳センターの高度医療施設・機器の有効活用に向け、秋田大学との共同利用などを検討する。
（２）中長期的な対応に関する検討

病院機構の中長期的なあり方（構想）について、新たに設置する検討会議において検討する。

*1)アミロイドPET検査：アミロイドPET検査薬を使用し、アルツハイマー型認知症の原因と考えられるアミロイドβの脳内沈着を診ることができる検査
*2)レカネマブ：アルツハイマー病の脳内に蓄積する病因タンパク質（アミロイドβタンパク質）を除去し、認知機能低下の進行を抑制することが示された点滴治療薬

4月 5月 6月 7月

アミロイドPET 1件 3件 1件 1件

レカネマブ 8件 10件 12件 12件

4月 5月 6月 7月

入院延患者数 218 169 232 353

病床利用率 19.1% 14.3% 20.3% 30.0%

【地域包括ケア病床の稼働状況】

【新薬によるアルツハイマー病治療の実績】
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な改善の傾向を示したが、R6は横ばい
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・脳ドック、高度医療機器活用件数は増
加

リハビリテーション・精神医療センター

・入院延患者数、病床利用率は安定して
推移
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